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平成25年６月27日に提出いたしました第53期(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)有価証券報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するために有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

５ 従業員の状況 

 (2) 提出会社の状況 

第３ 設備の状況  

３ 設備の新設、除却等の計画 

 (1) 重要な設備の新設等 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

注記事項 

(リース取引関係) 

２ オペレーティング・リース取引 

訂正箇所は を付して表示しております。 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

５ 従業員の状況 

(2) 提出会社の状況 

(訂正前) 

平成25年３月31日現在 

(訂正後) 

平成25年３月31日現在 

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円)

863
(77)

41.4 16.7 5,814

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

863
(77)

41.4 16.7 5,814
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第３ 設備の状況 

３ 設備の新設、除却等の計画 

(1) 重要な設備の新設等 

(訂正前) 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(訂正後) 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメントの名称の( )は、事業の内容等であります。 

３ 投資予定額の総額を変更しております。 

４ 完成後の増加能力については、新規に設立された製造子会社であり合理的な算出が困難なため、記載を省略

しております。 

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達 
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の 
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

本 社 及 び
本 社 工 場
(石川県小
松市)

日本
(間仕切部
品の製造)

間仕切塗装
設備

600 ― 自己資金
平成25年
６月

平成27年
３月

塗 装 能 力
10％増

日本
(管理業務
及び間仕切
製造他)

ソフトウエ
ア等

290 ― 自己資金
平成25年
４月

平成26年
３月

事務の生産
性向上

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達 
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の 
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社

本社及び
本社工場
(石川県小
松市)

日本
(間仕切部
品の製造)

間 仕 切 塗
装設備

600 ― 自己資金
平成25年
６月

平成27年
３月

塗 装 能 力
10％増

日本
(管理業務
及び間仕切
製造他)

ソ フ ト ウ
エア等

290 ― 自己資金
平成25年
４月

平成26年
３月

事務の生産
性向上

格満林(南
京)新型建
材科技有
限公司

本社及び
工場(中華
人民共和
国南京市)

中国
(間仕切の
製造)

工 場 及 び
生産設備

2,381
(注)３

80 自己資金
平成24年
４月

平成26年
６月

(注)４
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第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

注記事項 

(リース取引関係) 

２ オペレーティング・リース取引 

(訂正前) 

(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

(訂正後) 

(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

１年内 10 15

１年超 4 1

合計 14 17

(単位：百万円)
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

１年内 10 183

１年超 4 376

合計 14 560
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